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このパンフレットには、投資関連協定に定められている規定の内容も含まれますが、
いずれの説明も日本が締結している特定の投資関連協定の解釈について日本政府の公式の見解を示すものではありません。

｢不公正貿易報告書｣

https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto/3_dispute_settlement/32_wto_rules_and_compliance_report/321_past_report/compliance_report.html








　実際に世界の投資協定数は大きく増加しており、2024年までに2,843本

に達していて、国・地域別では、ドイツ、中国、スイス、トルコ、英国、

フランス、エジプトといった国々が多くの国との投資協定を締結して

います。

　日本は、2026年9月末時点で61本の投資関連協定を締結し（このうち、58本の投資関連協定が発効済）、85の国・

地域をカバーしています。これは今後も拡大することが見込まれます。









【正当な理由なく事業許可の内容が変更され、利益が大きく落ち込んだ！】

【正当な裁判を受ける権利を制限された！】

　相手国の投資家の投資財産を公正及び衡平に扱わなければならないという規定。具体的事案では、合理的な根拠がない

差別的措置を投資受入国が行った場合や、裁判手続の著しい遅延があった場合などに当該義務違反が認められています。

【他の国の企業しか参入許可がでない・・・】

■最恵国待遇義務
(Most-Favored-Nation Treatment)

　相手国（A国）の投資家及びその投資財産に対して、

第三国（B国）の投資家及びその投資財産に与えている

待遇より不利でない待遇が与えられます。

【自国民が優遇されすぎて、

外資の我々はビジネスに入り込めない・・・】

■内国民待遇義務
 (National Treatment)

　相手国（A国）の投資家及びその投資財産に対して、

自国（X国）の投資家及びその投資財産に与えている待遇

より不利でない待遇が与えられます。 

　外務省は、ほぼすべての在外公館に「日本企業支援窓口」を設置し、

現地に駐在する日本企業支援担当官が個別企業からの

相談・支援依頼などに積極的に対応しています。

気になる人は以下ウェブサイトのリンクをチェック！
https://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/page22_000526.html















 1  エジプト（1978）
 2  スリランカ（1982）
 3  中国（1989）
 4  トルコ（1993）
 5  香港（1997）
 6  バングラデシュ（1999）
 7  ロシア（2000）
 8  パキスタン（2002）
 9  韓国（2003）
10 ベトナム（2004）
11 カンボジア（2008）
12 ラオス（2008）
13 ウズベキスタン（2009）
14 ペルー（2009）
15 パプアニューギニア（2014）
16 クウェート（2014）
17 イラク（2014）
18 日中韓（2014）
19 ミャンマー（2014）
20 モザンビーク（2014）
21 コロンビア（2015）

22 カザフスタン(2015）
23 ウクライナ（2015）
24 サウジアラビア（2017）
25 ウルグアイ（2017）
26 イラン（2017）
27 オマーン (2017)
28 ケニア（2017）
29 イスラエル（2017）
30 アルメニア（2019) 
31 ヨルダン（2020）
32 アラブ首長国連邦（2020）
33 コートジボワール（2021）
34 ジョージア(2021) 
35 モロッコ(2022)
36 バーレーン(2023)
37 アンゴラ（2024）
38 ザンビア（2026）
39 セルビア（2026）
40 タジキスタン（2026）
41 パラグアイ（2026）

 1  シンガポール（2002）
 2  メキシコ（2005）
 3  マレーシア（2006）
 4  チリ（2007）
 5  タイ（2007）
 6  ブルネイ（2008）
 7  インドネシア（2008）
 8  フィリピン（2008）
 9  スイス（2009）
10 インド（2011）
11 豪州（2015）
12 モンゴル（2016）
13 CPTPP（注1）（2018）
14 EU（2019）
15 ASEAN（2020（注2））
16 英国（2021）
17 RCEP協定（注3）（2022）

（注1）CPTPP：環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定
（注2）改正議定書の発効年
（注3）RCEP協定：地域的な包括的経済連携協定



署名済・未発効

（2026年9月末現在）

1 TPP協定（注4）（2016年2月署名、承認済）（EPA）
2 アルゼンチン（2018年12月署名、承認済）

1 アルジェリア
2 カタール
3 ガーナ
4 タンザニア
5 トルクメニスタン

 6  セネガル
 7  キルギス
 8  ナイジェリア
 9  エチオピア
10 EU

11 アゼルバイジャン
12 ウクライナ（改正）
13 チュニジア

1 GCC
2 日中韓
3 トルコ
4 アラブ首長国連邦
5 メルコスール

（参考）CPTPP加入交渉：コスタリカ・ウルグアイ

3 バングラデシュ（2026年2月署名、未承認）（EPA）

章

（注4）TPP協定：環太平洋パートナーシップ協定
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